
第３６期　決算公告

令和7年6月12日
　　　　　名古屋市緑区曽根二丁目４２７番地
　　               名鉄自動車整備株式会社

　　　　　　取締役社長　舟　橋　雅　也

貸   借   対   照   表

令和7年3月31日現在
（単位：円）

資　　　産　　　の　　　部 負 債 及 び 純 資 産 の 部

科　　　　目 金　　　額 科　　　　目 金　　　額

（資産の部） （負債の部）

流 動 資 産 1,647,820,814 流 動 負 債 4,596,152,944

現 金 及 び 預 金 42,640,861 887,407,985

受 取 手 形 109,914,332 3,400,000,000

売 掛 金 940,559,398 75,377,082
未 収 金 25,247,474 83,313,158

仕 掛 品 33,867,757 14,656,200

原 材 料 及 び 貯 蔵 品 116,588,953 3,660,700

短 期 貸 付 金 342,153,605 22,242,763

前 払 費 用 19,524,313 109,495,056

そ の 他 の 流 動 資 産 19,592,756

貸 倒 引 当 金 △ 2,268,635

固 定 資 産 8,111,835,719 固 定 負 債 896,254,328

　有形固定資産 7,884,159,281 183,552,382

建 物 1,411,409,571 682,835,778

建 物 附 属 設 備 600,162,911 13,678,168

構 築 物 316,954,800 4,288,000

機 械 及 び 装 置 356,396,969 11,900,000

車 両 及 び 運 搬 具 13,124,107

工 具 器 具 及 び 備 品 107,814,786

土 地 5,076,774,837    負  債  計 5,492,407,272

建 設 仮 勘 定 1,521,300

　（純資産の部）

株 主 資 本 4,258,007,354

　資　　本　　金 100,000,000

　無形固定資産 116,307,775

電 話 加 入 権 4,435,473 　資 本 剰 余 金 200,000,000

ソ フ ト ウ ェ ア 110,961,198 200,000,000

諸 施 設 利 用 権 911,104

　利 益 剰 余 金 3,958,007,354

75,000,000

　投資その他の資産 111,368,663 3,883,007,354

投 資 有 価 証 券 63,788,000 任 意 積 立 金 260,000,000

長 期 貸 付 金 12,358,868 繰 越 利 益 剰 余 金 3,623,007,354

差 入 保 証 金 31,774,915

出 資 金 1,080,000 評価・換算差額等 9,241,907

そ の 他 の 投 資 等 3,242,679 9,241,907

貸 倒 引 当 金 △ 875,799

   純資産  計 4,267,249,261

 資 産 合 計 9,759,656,533 負債・純資産合計 9,759,656,533

預 り 金

賞 与 引 当 金

契 約 負 債

買 掛 金

短 期 借 入 金

未 払 金

未 払 費 用

未 払 法 人 税 等

その他有価証券評価差額金

そ の 他 利 益 剰 余 金

そ の 他 資 本 剰 余 金

利 益 準 備 金

退 職 給 付 引 当 金

資 産 除 去 債 務

預 り 保 証 金

そ の 他 の 固 定 負 債

繰 延 税 金 負 債



　個　別　注　記　表

（令和6年4月1日から令和7年3月31日まで）

1. 重要な会計方針に係る事項に関する注記

①有価証券の評価基準及び評価方法

  その他有価証券

　 市場価格のない株式等以外のもの ………… 時価法（評価差額は全部純資産直入法により処理し、

売却原価は移動平均法により算定）

　 市場価格のない株式等 ……………………… 移動平均法による原価法

②棚卸資産の評価基準及び評価方法

　 原材料・貯蔵品 ………………… 最終仕入原価法による原価法

　　（収益性の低下に基づく簿価切下げの方法により算定）

　 仕　　掛　　品 ………………… 個別法による原価法

　　（収益性の低下に基づく簿価切下げの方法により算定）

③固定資産の減価償却の方法

　(1)有形固定資産（リース資産を除く）

　　　定率法を採用しております。

　　　ただし、平成10年4月1日以降に取得した建物については定額法を採用しております。

　　　　　　　　平成28年4月1日以降に取得した建物附属設備及び構築物については定額法を採用しております。

　(2)無形固定資産（リース資産を除く）

　　　定額法を採用しております。

　　　なお、自社利用のソフトウェアについては、社内における利用可能期間(5年)に基づいております。

　(3)リース資産

　　　所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産

　　　　リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法を採用しております。

④引当金の計上基準

 (1)貸倒引当金…………… 売上債権・貸付金等の貸倒損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率により、

貸倒懸念債権等特定の債権については個別に回収可能性を検討し、回収不能見込額

を計上しております。

 (2)賞与引当金…………… 従業員に対して支給する賞与の支出に充てるため、支給見込額基準により計上しており

ます。

 (3)退職給付引当金……… 従業員の退職給付に備えるため、当期末における退職給付債務の見込額に基づき

計上しております。



⑤収益及び費用の計上基準

　　当社は自動車整備を主な事業とし、顧客から受託した自動車整備の役務について、

　整備を完了した時点で履行義務が充足されると判断して収益を認識しております。

2. 収益認識に関する注記

①収益を理解するための基礎となる情報

　　「重要な会計方針に係る事項に関する注記」の「収益及び費用の計上基準」に記載のとおりです。

3. 貸借対照表に関する注記

①有形固定資産の減価償却累計額

建物 円

建物附属設備 円

構築物 円

機械装置 円

車両運搬具 円

工具、器具及び備品 円

　　計 円

②関係会社に対する金銭債権及び金銭債務

　　　短期金銭債権 7,877,943 円

　　　長期金銭債権 0 円

　　　短期金銭債務 3,581,226 円

　　　長期金銭債務 0 円

4. 税効果会計に関する注記

　繰延税金資産の発生の主な原因は減損損失、退職給付引当金および賞与引当金であり、

繰延税金負債の発生の主な原因は土地評価差額およびその他有価証券評価差額金です。

　なお、繰延税金資産の計上にあたっては、評価性引当額を控除しております。

282,960,034

487,515,094

5,787,336,146

1,401,700,120

1,791,432,679

1,162,949,763

660,778,456



5. 関連当事者との取引に関する注記

①会社等

    （1）名称

　　　　 名鉄バス株式会社

　　（2）関連当事者の総株主の議決権の総数に占める当社が有する議決権の数の割合

　　　　 該当ありません

　　（3）当社の総株主の議決権の総数に占める関連当事者が有する議決権の数の割合

　　　　 該当ありません

　　（4）当社と関連当事者との関係

　　　　 親会社の子会社

　　（5）取引の内容

　　　　 自動車整備及び物品等の販売

　　（6）取引の種類別の取引金額

　　　　 自動車整備業務受託 円

　　　　 物品等の販売 円

　　（7）取引条件及び取引条件の決定方針

　　　　 自動車整備業務委託契約によります

　　（8）取引により発生した債権又は債務に係る主な項目別の当事業年度末残高

　　　　 売掛金 円

　　（9）取引条件の変更

　　　　 ありません

②会社等

　　（1）名称

　　　　 株式会社名鉄マネジメントサービス

　　（2）関連当事者の総株主の議決権の総数に占める当社が有する議決権の数の割合

　　　　 該当ありません

　　（3）当社の総株主の議決権の総数に占める関連当事者が有する議決権の数の割合

　　　　 該当ありません

　　（4）当社と関連当事者との関係

　　　　 親会社の子会社

　　（5）取引の内容

　　　　 資金の借入・貸付

　　（6）取引の種類別の取引金額

　　　　 借入金支払利息 8,268,257 円

　　　　 貸付金受取利息 183,525 円

　　（7）取引条件及び取引条件の決定方針

　　　　 借入の場合は短期１年以内の返済（金利0.340%）

　　（8）取引により発生した債権又は債務に係る主な項目別の当事業年度末残高

　　　　 借入金　       円

　　　　 貸付金　       円

　　（9）取引条件の変更

　　　　 ありません

1,214,590,443

136,436,672

3,400,000,000

335,291,908

36,776,230



6. １株当たり情報に関する注記

①１株当たりの純資産額 711,208円21銭       

②１株当たりの当期純利益 47,176円64銭       

7. 重要な後発事象に関する注記

　重要な後発事象はありません。

8. 当期純損益金額

　　　　 当期純利益 円283,059,883


